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【この訳のご利用上の注意】

注：本訳は、AIを用いた私訳であり、公定訳ではありません。条文の数字は算用数字で表
記しています。最新版でない可能性や、正確でない可能性があります。自己の研究目的に
作成した訳を参考用に公表しているにすぎないものであり、正確性等について責任を負え
ませんので、自己責任でご利用ください。

訳注：本訳では、原文の「单位」を原則として「法人その他の団体」と訳した。「单位」
は、会社、企業、事業単位、機関（国家機関を含む。）及び団体を含む中国法上の概念で
あり、法人格の有無を問わない。

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

沿革：2022年 9月 2日第 13期全国人民代表大会常務委員会第 36回会議で可決。2022年
12月 1日施行。

第1 　   章 総則（第一章 总则）

第一条
【原文】为了预防、遏制和惩治电信网络诈骗活动，加强反电信网络诈骗工作，保护公民和组
织的合法权益，维护社会稳定和国家安全，根据宪法，制定本法。
【訳文】電信ネットワーク詐欺活動を予防し、抑止し、及び処罰し、反電信ネットワーク
詐欺業務を強化し、公民及び組織の合法的な権益を保護し、並びに社会の安定及び国家の
安全を維持するため、憲法に基づき、この法律を制定する。

第二条
【原文】本法所称电信网络诈骗，是指以非法占有为目的，利用电信网络技术手段，通过远
程、非接触等方式，诈骗公私财物的行为。
【訳文】この法律において「電信ネットワーク詐欺」とは、不法に占有することを目的と
して、電信ネットワーク技術の手段を利用し、遠隔、非接触等の方法により、公私の財物
を詐取する行為をいう。
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第三条
【原文】打击治理在中华人民共和国境内实施的电信网络诈骗活动或者中华人民共和国公民在
境外实施的电信网络诈骗活动，适用本法。
境外的组织、个人针对中华人民共和国境内实施电信网络诈骗活动的，或者为他人针对境内实
施电信网络诈骗活动提供产品、服务等帮助的，依照本法有关规定处理和追究责任。
【訳文】中華人民共和国の領域内において行われる電信ネットワーク詐欺活動又は中華人
民共和国の公民が領域外において行う電信ネットワーク詐欺活動の取締り及び対策につい
ては、この法律を適用する。
領域外の組織又は個人が中華人民共和国の領域内に向けて電信ネットワーク詐欺活動を
行った場合又は他人が領域内に向けて行う電信ネットワーク詐欺活動のために製品、役務
等の援助を提供した場合には、この法律の関係規定により処理し、及び責任を追及する。

第四条
【原文】反电信网络诈骗工作坚持以人民为中心，统筹发展和安全；坚持系统观念、法治思
维，注重源头治理、综合治理；坚持齐抓共管、群防群治，全面落实打防管控各项措施，加强
社会宣传教育防范；坚持精准防治，保障正常生产经营活动和群众生活便利。
【訳文】反電信ネットワーク詐欺業務においては、人民を中心とすることを堅持し、発展
と安全とを統合的に考慮し、システム思考及び法治思考を堅持し、根源的な対策及び総合
的な対策を重視し、各方面が共同して取り組むこと及び大衆による防止・対策を堅持し、
取締り・防止・管理・統制の各措置を全面的に実施し、社会に対する宣伝教育による防止
を強化し、並びに的確な防止・対策を堅持し、正常な生産経営活動及び大衆の生活の利便
を保障する。

第五条
【原文】反电信网络诈骗工作应当依法进行，维护公民和组织的合法权益。
有关部门和单位、个人应当对在反电信网络诈骗工作过程中知悉的国家秘密、商业秘密和个人
隐私、个人信息予以保密。
【訳文】反電信ネットワーク詐欺業務は、法により行い、公民及び組織の合法的な権益を
維持しなければならない。
関係部門、法人その他の団体及び個人は、反電信ネットワーク詐欺業務の過程において知
り得た国家秘密、営業秘密、個人のプライバシー及び個人情報を秘密として保持しなけれ
ばならない。

第六条
【原文】国务院建立反电信网络诈骗工作机制，统筹协调打击治理工作。
地方各级人民政府组织领导本行政区域内反电信网络诈骗工作，确定反电信网络诈骗目标任务
和工作机制，开展综合治理。
公安机关牵头负责反电信网络诈骗工作，金融、电信、网信、市场监管等有关部门依照职责履
行监管主体责任，负责本行业领域反电信网络诈骗工作。
人民法院、人民检察院发挥审判、检察职能作用，依法防范、惩治电信网络诈骗活动。
电信业务经营者、银行业金融机构、非银行支付机构、互联网服务提供者承担风险防控责任，
建立反电信网络诈骗内部控制机制和安全责任制度，加强新业务涉诈风险安全评估。
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【訳文】国務院は、反電信ネットワーク詐欺業務メカニズムを設け、取締り及び対策の業
務を統一的に調整する。
地方の各級人民政府は、当該行政区域内の反電信ネットワーク詐欺業務を組織し、及び指
導し、反電信ネットワーク詐欺の目標・任務及び業務メカニズムを定め、総合的な対策を
実施する。
公安機関は、反電信ネットワーク詐欺業務を主導して担当し、金融、電気通信、インター
ネット情報、市場監督管理等の関係部門は、職責に従い監督管理主体としての責任を履行
し、当該業種・分野における反電信ネットワーク詐欺業務を担当する。
人民法院及び人民検察院は、裁判及び検察の機能を発揮し、法により電信ネットワーク詐
欺活動を防止し、及び処罰する。
電気通信事業者、銀行業金融機関、非銀行決済機関及びインターネットサービス提供者
は、リスクの防止・統制の責任を負い、反電信ネットワーク詐欺の内部統制メカニズム及
び安全責任制度を設け、新規業務の詐欺関連リスクの安全評価を強化する。

第七条
【原文】有关部门、单位在反电信网络诈骗工作中应当密切协作，实现跨行业、跨地域协同配
合、快速联动，加强专业队伍建设，有效打击治理电信网络诈骗活动。
【訳文】関係部門及び法人その他の団体は、反電信ネットワーク詐欺業務において緊密に
協力し、業種及び地域を越えた連携協力及び迅速な連動を実現し、専門チームの整備を強
化し、電信ネットワーク詐欺活動を有効に取り締まり、及び対策を講じなければならな
い。

第八条
【原文】各级人民政府和有关部门应当加强反电信网络诈骗宣传，普及相关法律和知识，提高
公众对各类电信网络诈骗方式的防骗意识和识骗能力。
教育行政、市场监管、民政等有关部门和村民委员会、居民委员会，应当结合电信网络诈骗受
害群体的分布等特征，加强对老年人、青少年等群体的宣传教育，增强反电信网络诈骗宣传教
育的针对性、精准性，开展反电信网络诈骗宣传教育进学校、进企业、进社区、进农村、进家
庭等活动。
各单位应当加强内部防范电信网络诈骗工作，对工作人员开展防范电信网络诈骗教育；个人应
当加强电信网络诈骗防范意识。单位、个人应当协助、配合有关部门依照本法规定开展反电信
网络诈骗工作。
【訳文】各級人民政府及び関係部門は、反電信ネットワーク詐欺の宣伝を強化し、関係す
る法律及び知識を普及させ、各種の電信ネットワーク詐欺の手口に対する公衆の詐欺防止
意識及び詐欺を見破る能力を高めなければならない。
教育行政、市場監督管理、民政等の関係部門並びに村民委員会及び居民委員会は、電信
ネットワーク詐欺の被害者層の分布等の特徴に応じて、高齢者、青少年等の層に対する宣
伝教育を強化し、反電信ネットワーク詐欺の宣伝教育の対象性及び的確性を高め、反電信
ネットワーク詐欺の宣伝教育を学校、企業、コミュニティ、農村、家庭等に届ける活動を
展開しなければならない。
各法人その他の団体は、電信ネットワーク詐欺の内部における防止業務を強化し、職員に
対し電信ネットワーク詐欺の防止に関する教育を行わなければならず、個人は、電信ネッ
トワーク詐欺に対する防止意識を高めなければならない。法人その他の団体及び個人は、
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関係部門がこの法律の規定により行う反電信ネットワーク詐欺業務に協力しなければなら
ない。

第2 　   章 電気通信の規律（第二章 电信治理）

第九条
【原文】电信业务经营者应当依法全面落实电话用户真实身份信息登记制度。
基础电信企业和移动通信转售企业应当承担对代理商落实电话用户实名制管理责任，在协议中
明确代理商实名制登记的责任和有关违约处置措施。
【訳文】電気通信事業者は、法により電話利用者の真実の身元情報の登録制度を全面的に
実施しなければならない。
基礎電気通信企業及び移動通信再販企業は、代理店に電話利用者の実名制を実施させる管
理責任を負い、協定において代理店の実名登録の責任及び関係する違約時の処置措置を明
確にしなければならない。

第十条
【原文】办理电话卡不得超出国家有关规定限制的数量。
对经识别存在异常办卡情形的，电信业务经营者有权加强核查或者拒绝办卡。具体识别办法由
国务院电信主管部门制定。
国务院电信主管部门组织建立电话用户开卡数量核验机制和风险信息共享机制，并为用户查询
名下电话卡信息提供便捷渠道。
【訳文】電話カードの申込みは、国の関係規定が定める制限数を超えてはならない。
識別の結果、異常な申込みの事情があると認められる場合には、電気通信事業者は、確認
を強化し、又は申込みを拒否する権利を有する。具体的な識別方法は、国務院の電気通信
主管部門が定める。
国務院の電気通信主管部門は、電話利用者の契約数の照合メカニズム及びリスク情報の共
有メカニズムを組織して構築し、並びに利用者が自己名義の電話カード情報を照会するた
めの便利な経路を提供する。

第十一条
【原文】电信业务经营者对监测识别的涉诈异常电话卡用户应当重新进行实名核验，根据风险
等级采取有区别的、相应的核验措施。对未按规定核验或者核验未通过的，电信业务经营者可
以限制、暂停有关电话卡功能。
【訳文】電気通信事業者は、監視・識別した詐欺関連の異常な電話カード利用者に対し、
改めて実名確認を行い、リスクの程度に応じて区別した相応の確認措置を講じなければな
らない。規定どおりに確認を受けない場合又は確認に合格しない場合には、電気通信事業
者は、当該電話カードの機能を制限し、又は停止することができる。
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第十二条
【原文】电信业务经营者建立物联网卡用户风险评估制度，评估未通过的，不得向其销售物联
网卡；严格登记物联网卡用户身份信息；采取有效技术措施限定物联网卡开通功能、使用场景
和适用设备。
单位用户从电信业务经营者购买物联网卡再将载有物联网卡的设备销售给其他用户的，应当核
验和登记用户身份信息，并将销量、存量及用户实名信息传送给号码归属的电信业务经营者。
电信业务经营者对物联网卡的使用建立监测预警机制。对存在异常使用情形的，应当采取暂停
服务、重新核验身份和使用场景或者其他合同约定的处置措施。
【訳文】電気通信事業者は、IoTカード利用者のリスク評価制度を設け、評価に合格しない
者に対しては IoTカードを販売してはならず、IoTカード利用者の身元情報を厳格に登録
し、並びに IoTカードの開通機能、使用場面及び適用機器を限定する有効な技術的措置を
講じなければならない。
法人その他の団体である利用者が電気通信事業者から IoTカードを購入し、IoTカードを搭
載した機器を他の利用者に販売する場合には、当該利用者の身元情報を確認して登録し、
並びに販売量、在庫量及び利用者の実名情報を番号の帰属する電気通信事業者に伝送しな
ければならない。
電気通信事業者は、IoTカードの使用について監視・警報メカニズムを設ける。異常な使用
の事情がある場合には、役務の停止、身元及び使用場面の再確認その他の契約で定めた処
置措置を講じなければならない。

第十三条
【原文】电信业务经营者应当规范真实主叫号码传送和电信线路出租，对改号电话进行封堵拦
截和溯源核查。
电信业务经营者应当严格规范国际通信业务出入口局主叫号码传送，真实、准确向用户提示来
电号码所属国家或者地区，对网内和网间虚假主叫、不规范主叫进行识别、拦截。
【訳文】電気通信事業者は、真実の発信者番号の伝送及び電気通信回線の賃貸を規範化
し、番号偽装電話について遮断及び発信源の調査を行わなければならない。
電気通信事業者は、国際通信業務の出入口局における発信者番号の伝送を厳格に規範化
し、着信番号の属する国又は地域を真実かつ正確に利用者に表示し、網内及び網間の虚偽
の発信者番号及び規範に適合しない発信者番号を識別し、及び遮断しなければならない。

第十四条
【原文】任何单位和个人不得非法制造、买卖、提供或者使用下列设备、软件：
（一）电话卡批量插入设备；
（二）具有改变主叫号码、虚拟拨号、互联网电话违规接入公用电信网络等功能的设备、软
件；
（三）批量账号、网络地址自动切换系统，批量接收提供短信验证、语音验证的平台；
（四）其他用于实施电信网络诈骗等违法犯罪的设备、软件。
电信业务经营者、互联网服务提供者应当采取技术措施，及时识别、阻断前款规定的非法设
备、软件接入网络，并向公安机关和相关行业主管部门报告。
【訳文】いかなる法人その他の団体及び個人も、次に掲げる機器又はソフトウェアを不法
に製造し、売買し、提供し、又は使用してはならない。
（1）電話カードの一括挿入機器
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（2）発信者番号の変更、仮想発信、インターネット電話の公衆電気通信網への違法な接続
等の機能を有する機器又はソフトウェア
（3）大量のアカウント及びネットワークアドレスの自動切替えシステム並びにショート
メッセージ認証及び音声認証を大量に受信して提供するプラットフォーム
（4）その他電信ネットワーク詐欺等の違法犯罪の実行に用いられる機器又はソフトウェア
電気通信事業者及びインターネットサービス提供者は、技術的措置を講じて、前項に規定
する不法な機器及びソフトウェアのネットワークへの接続を速やかに識別し、及び遮断
し、並びに公安機関及び関係する業種の主管部門に報告しなければならない。

第3 　   章 金融の規律（第三章 金融治理）

第十五条
【原文】银行业金融机构、非银行支付机构为客户开立银行账户、支付账户及提供支付结算服
务，和与客户业务关系存续期间，应当建立客户尽职调查制度，依法识别受益所有人，采取相
应风险管理措施，防范银行账户、支付账户等被用于电信网络诈骗活动。
【訳文】銀行業金融機関及び非銀行決済機関は、顧客のために銀行口座若しくは決済口座
を開設し、及び決済サービスを提供するとき並びに顧客との業務関係が継続する間、顧客
デューデリジェンス制度を設け、法により実質的支配者を確認し、相応のリスク管理措置
を講じ、銀行口座、決済口座等が電信ネットワーク詐欺活動に利用されることを防止しな
ければならない。

第十六条
【原文】开立银行账户、支付账户不得超出国家有关规定限制的数量。
对经识别存在异常开户情形的，银行业金融机构、非银行支付机构有权加强核查或者拒绝开
户。
中国人民银行、国务院银行业监督管理机构组织有关清算机构建立跨机构开户数量核验机制和
风险信息共享机制，并为客户提供查询名下银行账户、支付账户的便捷渠道。银行业金融机
构、非银行支付机构应当按照国家有关规定提供开户情况和有关风险信息。相关信息不得用于
反电信网络诈骗以外的其他用途。
【訳文】銀行口座及び決済口座の開設は、国の関係規定が定める制限数を超えてはならな
い。
識別の結果、異常な口座開設の事情があると認められる場合には、銀行業金融機関及び非
銀行決済機関は、確認を強化し、又は口座の開設を拒否する権利を有する。
中国人民銀行及び国務院の銀行業監督管理機構は、関係する清算機構を組織して、機関横
断的な口座開設数の照合メカニズム及びリスク情報の共有メカニズムを構築させ、並びに
顧客が自己名義の銀行口座及び決済口座を照会するための便利な経路を提供する。銀行業
金融機関及び非銀行決済機関は、国の関係規定に従い、口座開設の状況及び関係するリス
ク情報を提供しなければならない。関係する情報は、反電信ネットワーク詐欺以外の用途
に用いてはならない。
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第十七条
【原文】银行业金融机构、非银行支付机构应当建立开立企业账户异常情形的风险防控机制。
金融、电信、市场监管、税务等有关部门建立开立企业账户相关信息共享查询系统，提供联网
核查服务。
市场主体登记机关应当依法对企业实名登记履行身份信息核验职责；依照规定对登记事项进行
监督检查，对可能存在虚假登记、涉诈异常的企业重点监督检查，依法撤销登记的，依照前款
的规定及时共享信息；为银行业金融机构、非银行支付机构进行客户尽职调查和依法识别受益
所有人提供便利。
【訳文】銀行業金融機関及び非銀行決済機関は、企業口座の開設における異常な事情に関
するリスク防止・統制メカニズムを設けなければならない。金融、電気通信、市場監督管
理、税務等の関係部門は、企業口座の開設に関する情報の共有・照会システムを構築し、
オンライン照合サービスを提供する。
市場主体登記機関は、法により企業の実名登記について身元情報の確認の職責を履行し、
規定により登記事項について監督検査を行い、虚偽登記又は詐欺関連の異常のおそれのあ
る企業に対して重点的に監督検査を行い、法により登記を取り消した場合には前項の規定
により速やかに情報を共有し、並びに銀行業金融機関及び非銀行決済機関が顧客デューデ
リジェンスを行い、及び法により実質的支配者を確認するための便宜を提供しなければな
らない。

第十八条
【原文】银行业金融机构、非银行支付机构应当对银行账户、支付账户及支付结算服务加强监
测，建立完善符合电信网络诈骗活动特征的异常账户和可疑交易监测机制。
中国人民银行统筹建立跨银行业金融机构、非银行支付机构的反洗钱统一监测系统，会同国务
院公安部门完善与电信网络诈骗犯罪资金流转特点相适应的反洗钱可疑交易报告制度。
对监测识别的异常账户和可疑交易，银行业金融机构、非银行支付机构应当根据风险情况，采
取核实交易情况、重新核验身份、延迟支付结算、限制或者中止有关业务等必要的防范措施。
银行业金融机构、非银行支付机构依照第一款规定开展异常账户和可疑交易监测时，可以收集
异常客户互联网协议地址、网卡地址、支付受理终端信息等必要的交易信息、设备位置信息。
上述信息未经客户授权，不得用于反电信网络诈骗以外的其他用途。
【訳文】銀行業金融機関及び非銀行決済機関は、銀行口座、決済口座及び決済サービスに
対する監視を強化し、電信ネットワーク詐欺活動の特徴に適合した異常口座及び疑わしい
取引の監視メカニズムを構築し、整備しなければならない。
中国人民銀行は、銀行業金融機関及び非銀行決済機関を横断する反マネーロンダリング統
一監視システムを統一的に構築し、国務院の公安部門と共同して、電信ネットワーク詐欺
犯罪の資金移動の特徴に即した反マネーロンダリングの疑わしい取引報告制度を整備す
る。
監視・識別した異常口座及び疑わしい取引について、銀行業金融機関及び非銀行決済機関
は、リスクの状況に応じて、取引状況の確認、身元の再確認、支払・決済の遅延、関係業
務の制限又は中止等の必要な防止措置を講じなければならない。
銀行業金融機関及び非銀行決済機関は、第 1項の規定により異常口座及び疑わしい取引の
監視を行うときは、異常な顧客のインターネットプロトコルアドレス、ネットワークカー
ドアドレス、決済受付端末情報等の必要な取引情報及び機器の位置情報を収集することが
できる。これらの情報は、顧客の授権を得ずに、反電信ネットワーク詐欺以外の用途に用
いてはならない。

7



2026年 10月 11日/中崎隆（弁護士）

第十九条
【原文】银行业金融机构、非银行支付机构应当按照国家有关规定，完整、准确传输直接提供
商品或者服务的商户名称、收付款客户名称及账号等交易信息，保证交易信息的真实、完整和
支付全流程中的一致性。
【訳文】銀行業金融機関及び非銀行決済機関は、国の関係規定に従い、商品又は役務を直
接提供する加盟店の名称、受取人・支払人である顧客の名称及び口座番号等の取引情報を
完全かつ正確に伝送し、取引情報の真実性及び完全性並びに支払の全過程における一貫性
を確保しなければならない。

第二十条
【原文】国务院公安部门会同有关部门建立完善电信网络诈骗涉案资金即时查询、紧急止付、
快速冻结、及时解冻和资金返还制度，明确有关条件、程序和救济措施。
公安机关依法决定采取上述措施的，银行业金融机构、非银行支付机构应当予以配合。
【訳文】国務院の公安部門は、関係部門と共同して、電信ネットワーク詐欺に係る事件関
係資金の即時照会、緊急支払停止、迅速凍結、適時の凍結解除及び資金返還の制度を構築
し、整備し、関係する要件、手続及び救済措置を明確にする。
公安機関が法により前項の措置を講ずることを決定したときは、銀行業金融機関及び非銀
行決済機関は、これに協力しなければならない。

第4 　   章 インターネットの規律（第四章 互联网治理）

第二十一条
【原文】电信业务经营者、互联网服务提供者为用户提供下列服务，在与用户签订协议或者确
认提供服务时，应当依法要求用户提供真实身份信息，用户不提供真实身份信息的，不得提供
服务：
（一）提供互联网接入服务；
（二）提供网络代理等网络地址转换服务；
（三）提供互联网域名注册、服务器托管、空间租用、云服务、内容分发服务；
（四）提供信息、软件发布服务，或者提供即时通讯、网络交易、网络游戏、网络直播发布、
广告推广服务。
【訳文】電気通信事業者及びインターネットサービス提供者は、利用者に次に掲げる役務
を提供する場合において、利用者と協定を締結し、又は役務の提供を確認するときは、法
により利用者に真実の身元情報の提供を求めなければならず、利用者が真実の身元情報を
提供しない場合には、役務を提供してはならない。
（1）インターネット接続サービスの提供
（2）ネットワークプロキシ等のネットワークアドレス変換サービスの提供
（3）インターネットドメイン名の登録、サーバーのホスティング、スペースの賃貸、ク
ラウドサービス及びコンテンツ配信サービスの提供
（4）情報若しくはソフトウェアの公開サービスの提供又はインスタントメッセージン
グ、ネット取引、ネットゲーム、ネットライブ配信及び広告宣伝のサービスの提供

8



2026年 10月 11日/中崎隆（弁護士）

第二十二条
【原文】互联网服务提供者对监测识别的涉诈异常账号应当重新核验，根据国家有关规定采取
限制功能、暂停服务等处置措施。
互联网服务提供者应当根据公安机关、电信主管部门要求，对涉案电话卡、涉诈异常电话卡所
关联注册的有关互联网账号进行核验，根据风险情况，采取限期改正、限制功能、暂停使用、
关闭账号、禁止重新注册等处置措施。
【訳文】インターネットサービス提供者は、監視・識別した詐欺関連の異常なアカウント
について再確認を行い、国の関係規定に従い、機能の制限、役務の停止等の処置措置を講
じなければならない。
インターネットサービス提供者は、公安機関及び電気通信主管部門の要求に基づき、事件
関係の電話カード及び詐欺関連の異常な電話カードに関連付けて登録された関係するイン
ターネットアカウントについて確認を行い、リスクの状況に応じて、期限を定めた是正、
機能の制限、使用の停止、アカウントの閉鎖、再登録の禁止等の処置措置を講じなければ
ならない。

第二十三条
【原文】设立移动互联网应用程序应当按照国家有关规定向电信主管部门办理许可或者备案手
续。
为应用程序提供封装、分发服务的，应当登记并核验应用程序开发运营者的真实身份信息，核
验应用程序的功能、用途。
公安、电信、网信等部门和电信业务经营者、互联网服务提供者应当加强对分发平台以外途径
下载传播的涉诈应用程序重点监测、及时处置。
【訳文】モバイルインターネットのアプリケーションを設けるときは、国の関係規定に従
い、電気通信主管部門において許可又は届出の手続をしなければならない。
アプリケーションのためにパッケージ化又は配信のサービスを提供する者は、アプリケー
ションの開発運営者の真実の身元情報を登録して確認し、並びにアプリケーションの機能
及び用途を確認しなければならない。
公安、電気通信、インターネット情報等の部門並びに電気通信事業者及びインターネット
サービス提供者は、配信プラットフォーム以外の経路によりダウンロードされ、伝播する
詐欺関連アプリケーションに対する重点的な監視及び速やかな処置を強化しなければなら
ない。

第二十四条
【原文】提供域名解析、域名跳转、网址链接转换服务的，应当按照国家有关规定，核验域名
注册、解析信息和互联网协议地址的真实性、准确性，规范域名跳转，记录并留存所提供相应
服务的日志信息，支持实现对解析、跳转、转换记录的溯源。
【訳文】ドメイン名解決、ドメイン名転送又はURLリンク変換のサービスを提供する者
は、国の関係規定に従い、ドメイン名の登録情報及び解決情報並びにインターネットプロ
トコルアドレスの真実性及び正確性を確認し、ドメイン名転送を規範化し、提供した当該
サービスのログ情報を記録して保存し、並びに解決、転送及び変換の記録の追跡の実現を
支援しなければならない。
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第二十五条
【原文】任何单位和个人不得为他人实施电信网络诈骗活动提供下列支持或者帮助：
（一）出售、提供个人信息；
（二）帮助他人通过虚拟货币交易等方式洗钱；
（三）其他为电信网络诈骗活动提供支持或者帮助的行为。
电信业务经营者、互联网服务提供者应当依照国家有关规定，履行合理注意义务，对利用下列
业务从事涉诈支持、帮助活动进行监测识别和处置：
（一）提供互联网接入、服务器托管、网络存储、通讯传输、线路出租、域名解析等网络资源
服务；
（二）提供信息发布或者搜索、广告推广、引流推广等网络推广服务；
（三）提供应用程序、网站等网络技术、产品的制作、维护服务；
（四）提供支付结算服务。
【訳文】いかなる法人その他の団体及び個人も、他人が電信ネットワーク詐欺活動を行う
ために、次に掲げる支援又は援助を提供してはならない。
（1）個人情報の販売又は提供
（2）他人が仮想通貨取引等の方法によりマネーロンダリングを行うことの援助
（3）その他電信ネットワーク詐欺活動のために支援又は援助を提供する行為
電気通信事業者及びインターネットサービス提供者は、国の関係規定により、合理的な注
意義務を履行し、次に掲げる業務を利用して詐欺関連の支援・援助活動を行うことについ
て、監視・識別及び処置を行わなければならない。
（1）インターネット接続、サーバーのホスティング、ネットワークストレージ、通信伝
送、回線の賃貸、ドメイン名解決等のネットワーク資源サービスの提供
（2）情報の公開若しくは検索、広告宣伝、集客宣伝等のネットワーク宣伝サービスの提供
（3）アプリケーション、ウェブサイト等のネットワーク技術・製品の制作及び保守の
サービスの提供
（4）決済サービスの提供

第二十六条
【原文】公安机关办理电信网络诈骗案件依法调取证据的，互联网服务提供者应当及时提供技
术支持和协助。
互联网服务提供者依照本法规定对有关涉诈信息、活动进行监测时，发现涉诈违法犯罪线索、
风险信息的，应当依照国家有关规定，根据涉诈风险类型、程度情况移送公安、金融、电信、
网信等部门。有关部门应当建立完善反馈机制，将相关情况及时告知移送单位。
【訳文】公安機関が電信ネットワーク詐欺事件を処理するに当たり法により証拠を収集す
るときは、インターネットサービス提供者は、速やかに技術的支援及び協力を提供しなけ
ればならない。
インターネットサービス提供者は、この法律の規定により関係する詐欺関連の情報及び活
動の監視を行う場合において、詐欺関連の違法犯罪の手掛かり又はリスク情報を発見した
ときは、国の関係規定により、詐欺関連リスクの類型及び程度に応じて、公安、金融、電
気通信、インターネット情報等の部門に移送しなければならない。関係部門は、フィード
バックのメカニズムを構築し、整備し、関係する状況を移送した者に速やかに通知しなけ
ればならない。
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第5 　   章 総合的措置（第五章 综合措施）

第二十七条
【原文】公安机关应当建立完善打击治理电信网络诈骗工作机制，加强专门队伍和专业技术建
设，各警种、各地公安机关应当密切配合，依法有效惩处电信网络诈骗活动。
公安机关接到电信网络诈骗活动的报案或者发现电信网络诈骗活动，应当依照《中华人民共和
国刑事诉讼法》的规定立案侦查。
【訳文】公安機関は、電信ネットワーク詐欺の取締り及び対策の業務メカニズムを構築
し、整備し、専門チーム及び専門技術の整備を強化しなければならず、各警察部門及び各
地の公安機関は、緊密に連携し、法により電信ネットワーク詐欺活動を有効に処罰しなけ
ればならない。
公安機関は、電信ネットワーク詐欺活動の被害の届出を受け、又は電信ネットワーク詐欺
活動を発見したときは、《中華人民共和国刑事訴訟法》の規定により立件して捜査しなけ
ればならない。

第二十八条
【原文】金融、电信、网信部门依照职责对银行业金融机构、非银行支付机构、电信业务经营
者、互联网服务提供者落实本法规定情况进行监督检查。有关监督检查活动应当依法规范开
展。
【訳文】金融、電気通信及びインターネット情報の部門は、職責に従い、銀行業金融機
関、非銀行決済機関、電気通信事業者及びインターネットサービス提供者によるこの法律
の規定の実施状況について監督検査を行う。関係する監督検査活動は、法により規範的に
行わなければならない。

第二十九条
【原文】个人信息处理者应当依照《中华人民共和国个人信息保护法》等法律规定，规范个人
信息处理，加强个人信息保护，建立个人信息被用于电信网络诈骗的防范机制。
履行个人信息保护职责的部门、单位对可能被电信网络诈骗利用的物流信息、交易信息、贷款
信息、医疗信息、婚介信息等实施重点保护。公安机关办理电信网络诈骗案件，应当同时查证
犯罪所利用的个人信息来源，依法追究相关人员和单位责任。
【訳文】個人情報取扱者は、《中華人民共和国個人情報保護法》等の法律の規定により、個
人情報の取扱いを規範化し、個人情報の保護を強化し、個人情報が電信ネットワーク詐欺
に利用されることの防止メカニズムを設けなければならない。
個人情報保護の職責を履行する部門及び法人その他の団体は、電信ネットワーク詐欺に利
用されるおそれのある物流情報、取引情報、貸付情報、医療情報、結婚紹介情報等につい
て重点的な保護を実施する。公安機関は、電信ネットワーク詐欺事件を処理するに当た
り、犯罪に利用された個人情報の出所を併せて調査して証拠を固め、法により関係する者
及び法人その他の団体の責任を追及しなければならない。

第三十条
【原文】电信业务经营者、银行业金融机构、非银行支付机构、互联网服务提供者应当对从业
人员和用户开展反电信网络诈骗宣传，在有关业务活动中对防范电信网络诈骗作出提示，对本
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领域新出现的电信网络诈骗手段及时向用户作出提醒，对非法买卖、出租、出借本人有关卡、
账户、账号等被用于电信网络诈骗的法律责任作出警示。
新闻、广播、电视、文化、互联网信息服务等单位，应当面向社会有针对性地开展反电信网络
诈骗宣传教育。
任何单位和个人有权举报电信网络诈骗活动，有关部门应当依法及时处理，对提供有效信息的
举报人依照规定给予奖励和保护。
【訳文】電気通信事業者、銀行業金融機関、非銀行決済機関及びインターネットサービス
提供者は、従業員及び利用者に対し反電信ネットワーク詐欺の宣伝を行い、関係する業務
活動において電信ネットワーク詐欺の防止について注意喚起を行い、当該分野において新
たに出現した電信ネットワーク詐欺の手口について速やかに利用者に注意を促し、並びに
本人の関係するカード、口座、アカウント等を不法に売買し、賃貸し、又は貸与して電信
ネットワーク詐欺に利用されたことの法的責任について警告しなければならない。
報道、放送、テレビ、文化、インターネット情報サービス等の法人その他の団体は、社会
に向けて対象を絞った反電信ネットワーク詐欺の宣伝教育を行わなければならない。
いかなる法人その他の団体及び個人も、電信ネットワーク詐欺活動を通報する権利を有
し、関係部門は、法により速やかに処理し、有効な情報を提供した通報者に対しては、規
定により報奨を与え、及び保護しなければならない。

第三十一条
【原文】任何单位和个人不得非法买卖、出租、出借电话卡、物联网卡、电信线路、短信端
口、银行账户、支付账户、互联网账号等，不得提供实名核验帮助；不得假冒他人身份或者虚
构代理关系开立上述卡、账户、账号等。
对经设区的市级以上公安机关认定的实施前款行为的单位、个人和相关组织者，以及因从事电
信网络诈骗活动或者关联犯罪受过刑事处罚的人员，可以按照国家有关规定记入信用记录，采
取限制其有关卡、账户、账号等功能和停止非柜面业务、暂停新业务、限制入网等措施。对上
述认定和措施有异议的，可以提出申诉，有关部门应当建立健全申诉渠道、信用修复和救济制
度。具体办法由国务院公安部门会同有关主管部门规定。
【訳文】いかなる法人その他の団体及び個人も、電話カード、IoTカード、電気通信回線、
ショートメッセージポート、銀行口座、決済口座、インターネットアカウント等を不法に
売買し、賃貸し、又は貸与してはならず、実名確認の援助を提供してはならず、並びに他
人の身元を偽り、又は代理関係を仮装して前記のカード、口座、アカウント等を開設して
はならない。
区を設ける市級以上の公安機関が前項の行為を行ったと認定した法人その他の団体、個人
及び関係する組織者並びに電信ネットワーク詐欺活動又は関連犯罪に従事したことにより
刑事処罰を受けた者については、国の関係規定に従い信用記録に記録し、その関係する
カード、口座、アカウント等の機能の制限、窓口外業務の停止、新規業務の停止、ネット
ワーク加入の制限等の措置を講ずることができる。前記の認定及び措置に異議がある場合
には、申立てをすることができ、関係部門は、申立ての経路、信用の回復及び救済の制度
を構築し、整備しなければならない。具体的な方法は、国務院の公安部門が関係主管部門
と共同して定める。

第三十二条
【原文】国家支持电信业务经营者、银行业金融机构、非银行支付机构、互联网服务提供者研
究开发有关电信网络诈骗反制技术，用于监测识别、动态封堵和处置涉诈异常信息、活动。
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国务院公安部门、金融管理部门、电信主管部门和国家网信部门等应当统筹负责本行业领域反
制技术措施建设，推进涉电信网络诈骗样本信息数据共享，加强涉诈用户信息交叉核验，建立
有关涉诈异常信息、活动的监测识别、动态封堵和处置机制。
依据本法第十一条、第十二条、第十八条、第二十二条和前款规定，对涉诈异常情形采取限
制、暂停服务等处置措施的，应当告知处置原因、救济渠道及需要提交的资料等事项，被处置
对象可以向作出决定或者采取措施的部门、单位提出申诉。作出决定的部门、单位应当建立完
善申诉渠道，及时受理申诉并核查，核查通过的，应当即时解除有关措施。
【訳文】国は、電気通信事業者、銀行業金融機関、非銀行決済機関及びインターネット
サービス提供者が、詐欺関連の異常な情報及び活動の監視・識別、動的な遮断及び処置に
用いるための電信ネットワーク詐欺対抗技術を研究開発することを支援する。
国務院の公安部門、金融管理部門、電気通信主管部門及び国のインターネット情報部門等
は、当該業種・分野における対抗技術措置の整備を統一的に担当し、電信ネットワーク詐
欺に関するサンプル情報データの共有を推進し、詐欺関連の利用者情報の相互照合を強化
し、関係する詐欺関連の異常な情報及び活動の監視・識別、動的な遮断及び処置のメカニ
ズムを構築しなければならない。
この法律第 11条、第 12条、第 18条及び第 22条並びに前項の規定により、詐欺関連の異
常な事情について制限、役務の停止等の処置措置を講ずるときは、処置の理由、救済の経
路及び提出を要する資料等の事項を告知しなければならず、処置の対象者は、決定をし、
又は措置を講じた部門又は法人その他の団体に申立てをすることができる。決定をした部
門又は法人その他の団体は、申立ての経路を構築し、整備し、速やかに申立てを受理して
確認しなければならず、確認の結果問題がない場合には、直ちに関係措置を解除しなけれ
ばならない。

第三十三条
【原文】国家推进网络身份认证公共服务建设，支持个人、企业自愿使用，电信业务经营者、
银行业金融机构、非银行支付机构、互联网服务提供者对存在涉诈异常的电话卡、银行账户、
支付账户、互联网账号，可以通过国家网络身份认证公共服务对用户身份重新进行核验。
【訳文】国は、ネットワーク身元認証公共サービスの整備を推進し、個人及び企業がこれ
を任意に使用することを支援し、電気通信事業者、銀行業金融機関、非銀行決済機関及び
インターネットサービス提供者は、詐欺関連の異常のある電話カード、銀行口座、決済口
座及びインターネットアカウントについて、国のネットワーク身元認証公共サービスを通
じて利用者の身元を改めて確認することができる。

第三十四条
【原文】公安机关应当会同金融、电信、网信部门组织银行业金融机构、非银行支付机构、电
信业务经营者、互联网服务提供者等建立预警劝阻系统，对预警发现的潜在被害人，根据情况
及时采取相应劝阻措施。对电信网络诈骗案件应当加强追赃挽损，完善涉案资金处置制度，及
时返还被害人的合法财产。对遭受重大生活困难的被害人，符合国家有关救助条件的，有关方
面依照规定给予救助。
【訳文】公安機関は、金融、電気通信及びインターネット情報の部門と共同して、銀行業
金融機関、非銀行決済機関、電気通信事業者、インターネットサービス提供者等を組織し
て警報・制止システムを構築させ、警報により発見された潜在的な被害者に対しては、状
況に応じて速やかに相応の制止措置を講じなければならない。電信ネットワーク詐欺事件
については、贓物の追及及び損失の回復を強化し、事件関係資金の処分制度を整備し、被
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害者の合法的な財産を速やかに返還しなければならない。重大な生活上の困難に陥った被
害者で、国の関係する救助の要件に該当する者に対しては、関係各方面が規定により救助
を与える。

第三十五条
【原文】经国务院反电信网络诈骗工作机制决定或者批准，公安、金融、电信等部门对电信网
络诈骗活动严重的特定地区，可以依照国家有关规定采取必要的临时风险防范措施。
【訳文】国務院の反電信ネットワーク詐欺業務メカニズムの決定又は承認を経て、公安、
金融、電気通信等の部門は、電信ネットワーク詐欺活動が深刻な特定の地域について、国
の関係規定により必要な臨時のリスク防止措置を講ずることができる。

第三十六条
【原文】对前往电信网络诈骗活动严重地区的人员，出境活动存在重大涉电信网络诈骗活动嫌
疑的，移民管理机构可以决定不准其出境。
因从事电信网络诈骗活动受过刑事处罚的人员，设区的市级以上公安机关可以根据犯罪情况和
预防再犯罪的需要，决定自处罚完毕之日起六个月至三年以内不准其出境，并通知移民管理机
构执行。
【訳文】電信ネットワーク詐欺活動が深刻な地域に赴く者で、出国の活動に電信ネット
ワーク詐欺活動に関与する重大な嫌疑があるものについては、出入国管理機構は、その出
国を許可しないことを決定することができる。
電信ネットワーク詐欺活動に従事したことにより刑事処罰を受けた者については、区を設
ける市級以上の公安機関は、犯罪の状況及び再犯防止の必要に応じて、処罰の執行を終え
た日から 6か月以上 3年以下の期間その出国を許可しないことを決定し、出入国管理機構
に通知して執行させることができる。

第三十七条
【原文】国务院公安部门等会同外交部门加强国际执法司法合作，与有关国家、地区、国际组
织建立有效合作机制，通过开展国际警务合作等方式，提升在信息交流、调查取证、侦查抓
捕、追赃挽损等方面的合作水平，有效打击遏制跨境电信网络诈骗活动。
【訳文】国務院の公安部門等は、外交部門と共同して、国際的な法執行及び司法の協力を
強化し、関係する国、地域及び国際組織と有効な協力メカニズムを構築し、国際警察協力
を行う等の方法により、情報交換、調査及び証拠収集、捜査及び逮捕、贓物の追及及び損
失の回復等の面における協力の水準を高め、国境を越える電信ネットワーク詐欺活動を有
効に取り締まり、及び抑止する。

第6 　   章 法的責任（第六章 法律责任）

第三十八条
【原文】组织、策划、实施、参与电信网络诈骗活动或者为电信网络诈骗活动提供帮助，构成
犯罪的，依法追究刑事责任。
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前款行为尚不构成犯罪的，由公安机关处十日以上十五日以下拘留；没收违法所得，处违法所
得一倍以上十倍以下罚款，没有违法所得或者违法所得不足一万元的，处十万元以下罚款。
【訳文】電信ネットワーク詐欺活動を組織し、画策し、実行し、若しくはこれに参加し、
又は電信ネットワーク詐欺活動のために援助を提供した者は、犯罪を構成する場合には、
法により刑事責任を追及する。
前項の行為がいまだ犯罪を構成しない場合には、公安機関が 10日以上 15日以下の拘留に
処し、違法所得を没収し、違法所得の 1倍以上 10倍以下の罰款に処し、違法所得がないと
き又は違法所得が 1万元に満たないときは、10万元以下の罰款に処する。

第三十九条
【原文】电信业务经营者违反本法规定，有下列情形之一的，由有关主管部门责令改正，情节
较轻的，给予警告、通报批评，或者处五万元以上五十万元以下罚款；情节严重的，处五十万
元以上五百万元以下罚款，并可以由有关主管部门责令暂停相关业务、停业整顿、吊销相关业
务许可证或者吊销营业执照，对其直接负责的主管人员和其他直接责任人员，处一万元以上二
十万元以下罚款：
（一）未落实国家有关规定确定的反电信网络诈骗内部控制机制的；
（二）未履行电话卡、物联网卡实名制登记职责的；
（三）未履行对电话卡、物联网卡的监测识别、监测预警和相关处置职责的；
（四）未对物联网卡用户进行风险评估，或者未限定物联网卡的开通功能、使用场景和适用设
备的；
（五）未采取措施对改号电话、虚假主叫或者具有相应功能的非法设备进行监测处置的。
【訳文】電気通信事業者がこの法律の規定に違反し、次の各号のいずれかに該当する場合
には、関係主管部門が是正を命じ、情状が比較的軽いときは、警告若しくは通報批判を与
え、又は 5万元以上 50万元以下の罰款に処し、情状が重大なときは、50万元以上 500万
元以下の罰款に処し、かつ、関係主管部門が関係業務の停止、営業停止及び整理、関係業
務許可証の取消し又は営業許可証の取消しを命ずることができ、その直接責任を負う主管
者その他の直接責任者に対しては、1万元以上 20万元以下の罰款に処する。
（1）国の関係規定が定める反電信ネットワーク詐欺の内部統制メカニズムを実施していな
いとき。
（2）電話カード及び IoTカードの実名制登録の職責を履行していないとき。
（3）電話カード及び IoTカードの監視・識別、監視・警報及び関係する処置の職責を履行
していないとき。
（4）IoTカードの利用者についてリスク評価を行わず、又は IoTカードの開通機能、使用
場面及び適用機器を限定していないとき。
（5）番号偽装電話、虚偽の発信者番号又は相応の機能を有する不法な機器について監視及
び処置の措置を講じていないとき。

第四十条
【原文】银行业金融机构、非银行支付机构违反本法规定，有下列情形之一的，由有关主管部
门责令改正，情节较轻的，给予警告、通报批评，或者处五万元以上五十万元以下罚款；情节
严重的，处五十万元以上五百万元以下罚款，并可以由有关主管部门责令停止新增业务、缩减
业务类型或者业务范围、暂停相关业务、停业整顿、吊销相关业务许可证或者吊销营业执照，
对其直接负责的主管人员和其他直接责任人员，处一万元以上二十万元以下罚款：
（一）未落实国家有关规定确定的反电信网络诈骗内部控制机制的；
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（二）未履行尽职调查义务和有关风险管理措施的；
（三）未履行对异常账户、可疑交易的风险监测和相关处置义务的；
（四）未按照规定完整、准确传输有关交易信息的。
【訳文】銀行業金融機関又は非銀行決済機関がこの法律の規定に違反し、次の各号のいず
れかに該当する場合には、関係主管部門が是正を命じ、情状が比較的軽いときは、警告若
しくは通報批判を与え、又は 5万元以上 50万元以下の罰款に処し、情状が重大なとき
は、50万元以上 500万元以下の罰款に処し、かつ、関係主管部門が新規業務の停止、業務
の種類若しくは範囲の縮小、関係業務の停止、営業停止及び整理、関係業務許可証の取消
し又は営業許可証の取消しを命ずることができ、その直接責任を負う主管者その他の直接
責任者に対しては、1万元以上 20万元以下の罰款に処する。
（1）国の関係規定が定める反電信ネットワーク詐欺の内部統制メカニズムを実施していな
いとき。
（2）デューデリジェンス義務及び関係するリスク管理措置を履行していないとき。
（3）異常口座及び疑わしい取引のリスク監視及び関係する処置の義務を履行していないと
き。
（4）規定どおりに関係する取引情報を完全かつ正確に伝送していないとき。

第四十一条
【原文】电信业务经营者、互联网服务提供者违反本法规定，有下列情形之一的，由有关主管
部门责令改正，情节较轻的，给予警告、通报批评，或者处五万元以上五十万元以下罚款；情
节严重的，处五十万元以上五百万元以下罚款，并可以由有关主管部门责令暂停相关业务、停
业整顿、关闭网站或者应用程序、吊销相关业务许可证或者吊销营业执照，对其直接负责的主
管人员和其他直接责任人员，处一万元以上二十万元以下罚款：
（一）未落实国家有关规定确定的反电信网络诈骗内部控制机制的；
（二）未履行网络服务实名制职责，或者未对涉案、涉诈电话卡关联注册互联网账号进行核验
的；
（三）未按照国家有关规定，核验域名注册、解析信息和互联网协议地址的真实性、准确性，
规范域名跳转，或者记录并留存所提供相应服务的日志信息的；
（四）未登记核验移动互联网应用程序开发运营者的真实身份信息或者未核验应用程序的功
能、用途，为其提供应用程序封装、分发服务的；
（五）未履行对涉诈互联网账号和应用程序，以及其他电信网络诈骗信息、活动的监测识别和
处置义务的；
（六）拒不依法为查处电信网络诈骗犯罪提供技术支持和协助，或者未按规定移送有关违法犯
罪线索、风险信息的。
【訳文】電気通信事業者又はインターネットサービス提供者がこの法律の規定に違反し、
次の各号のいずれかに該当する場合には、関係主管部門が是正を命じ、情状が比較的軽い
ときは、警告若しくは通報批判を与え、又は 5万元以上 50万元以下の罰款に処し、情状が
重大なときは、50万元以上 500万元以下の罰款に処し、かつ、関係主管部門が関係業務の
停止、営業停止及び整理、ウェブサイト若しくはアプリケーションの閉鎖、関係業務許可
証の取消し又は営業許可証の取消しを命ずることができ、その直接責任を負う主管者その
他の直接責任者に対しては、1万元以上 20万元以下の罰款に処する。
（1）国の関係規定が定める反電信ネットワーク詐欺の内部統制メカニズムを実施していな
いとき。
（2）ネットワークサービスの実名制の職責を履行せず、又は事件関係及び詐欺関連の電話
カードに関連付けて登録されたインターネットアカウントの確認を行っていないとき。
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（3）国の関係規定に従ったドメイン名の登録情報及び解決情報並びにインターネットプロ
トコルアドレスの真実性及び正確性の確認、ドメイン名転送の規範化又は提供した当該
サービスのログ情報の記録及び保存をしていないとき。
（4）モバイルインターネットのアプリケーションの開発運営者の真実の身元情報の登録
及び確認又はアプリケーションの機能及び用途の確認をしないで、当該アプリケーション
のためにパッケージ化又は配信のサービスを提供したとき。
（5）詐欺関連のインターネットアカウント及びアプリケーションその他の電信ネット
ワーク詐欺の情報及び活動の監視・識別及び処置の義務を履行していないとき。
（6）電信ネットワーク詐欺犯罪の摘発のための技術的支援及び協力の提供を法により拒
み、又は規定どおりに関係する違法犯罪の手掛かり若しくはリスク情報を移送していない
とき。

第四十二条
【原文】违反本法第十四条、第二十五条第一款规定的，没收违法所得，由公安机关或者有关
主管部门处违法所得一倍以上十倍以下罚款，没有违法所得或者违法所得不足五万元的，处五
十万元以下罚款；情节严重的，由公安机关并处十五日以下拘留。
【訳文】この法律第 14条又は第 25条第 1項の規定に違反した者は、違法所得を没収し、
公安機関又は関係主管部門が違法所得の 1倍以上 10倍以下の罰款に処し、違法所得がない
とき又は違法所得が 5万元に満たないときは、50万元以下の罰款に処し、情状が重大なと
きは、公安機関が併せて 15日以下の拘留に処する。

第四十三条
【原文】违反本法第二十五条第二款规定，由有关主管部门责令改正，情节较轻的，给予警
告、通报批评，或者处五万元以上五十万元以下罚款；情节严重的，处五十万元以上五百万元
以下罚款，并可以由有关主管部门责令暂停相关业务、停业整顿、关闭网站或者应用程序，对
其直接负责的主管人员和其他直接责任人员，处一万元以上二十万元以下罚款。
【訳文】この法律第 25条第 2項の規定に違反した場合には、関係主管部門が是正を命じ、
情状が比較的軽いときは、警告若しくは通報批判を与え、又は 5万元以上 50万元以下の罰
款に処し、情状が重大なときは、50万元以上 500万元以下の罰款に処し、かつ、関係主管
部門が関係業務の停止、営業停止及び整理又はウェブサイト若しくはアプリケーションの
閉鎖を命ずることができ、その直接責任を負う主管者その他の直接責任者に対しては、1
万元以上 20万元以下の罰款に処する。

第四十四条
【原文】违反本法第三十一条第一款规定的，没收违法所得，由公安机关处违法所得一倍以上
十倍以下罚款，没有违法所得或者违法所得不足二万元的，处二十万元以下罚款；情节严重
的，并处十五日以下拘留。
【訳文】この法律第 31条第 1項の規定に違反した者は、違法所得を没収し、公安機関が違
法所得の 1倍以上 10倍以下の罰款に処し、違法所得がないとき又は違法所得が 2万元に満
たないときは、20万元以下の罰款に処し、情状が重大なときは、併せて 15日以下の拘留
に処する。
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第四十五条
【原文】反电信网络诈骗工作有关部门、单位的工作人员滥用职权、玩忽职守、徇私舞弊，或
者有其他违反本法规定行为，构成犯罪的，依法追究刑事责任。
【訳文】反電信ネットワーク詐欺業務の関係部門又は法人その他の団体の職員が職権を濫
用し、職務を怠り、私情にとらわれて不正を行い、又はその他この法律の規定に違反する
行為をした場合において、犯罪を構成するときは、法により刑事責任を追及する。

第四十六条
【原文】组织、策划、实施、参与电信网络诈骗活动或者为电信网络诈骗活动提供相关帮助的
违法犯罪人员，除依法承担刑事责任、行政责任以外，造成他人损害的，依照《中华人民共和
国民法典》等法律的规定承担民事责任。
电信业务经营者、银行业金融机构、非银行支付机构、互联网服务提供者等违反本法规定，造
成他人损害的，依照《中华人民共和国民法典》等法律的规定承担民事责任。
【訳文】電信ネットワーク詐欺活動を組織し、画策し、実行し、若しくはこれに参加し、
又は電信ネットワーク詐欺活動のために関係する援助を提供した違法犯罪者は、法により
刑事責任及び行政責任を負うほか、他人に損害を与えたときは、《中華人民共和国民法
典》等の法律の規定により民事責任を負う。
電気通信事業者、銀行業金融機関、非銀行決済機関、インターネットサービス提供者等が
この法律の規定に違反し、他人に損害を与えたときは、《中華人民共和国民法典》等の法
律の規定により民事責任を負う。

第四十七条
【原文】人民检察院在履行反电信网络诈骗职责中，对于侵害国家利益和社会公共利益的行
为，可以依法向人民法院提起公益诉讼。
【訳文】人民検察院は、反電信ネットワーク詐欺の職責を履行するに当たり、国の利益及
び社会の公共の利益を侵害する行為について、法により人民法院に公益訴訟を提起するこ
とができる。

第四十八条
【原文】有关单位和个人对依照本法作出的行政处罚和行政强制措施决定不服的，可以依法申
请行政复议或者提起行政诉讼。
【訳文】関係する法人その他の団体及び個人は、この法律によりされた行政処罰及び行政
強制措置の決定に不服があるときは、法により行政不服審査を申請し、又は行政訴訟を提
起することができる。

第7 　   章 附則（第七章 附则）

第四十九条
【原文】反电信网络诈骗工作涉及的有关管理和责任制度，本法没有规定的，适用《中华人民
共和国网络安全法》、《中华人民共和国个人信息保护法》、《中华人民共和国反洗钱法》等
相关法律规定。
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【訳文】反電信ネットワーク詐欺業務に係る関係する管理及び責任の制度について、この
法律に規定がないものは、《中華人民共和国ネットワーク安全法》、《中華人民共和国個
人情報保護法》、《中華人民共和国反マネーロンダリング法》等の関係する法律の規定を
適用する。

第五十条
【原文】本法自 2022年 12月 1日起施行。
【訳文】この法律は、2022年 12月 1日から施行する。
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